
（様式１） 

受付番号 

※記載不要

経済産業省 あて 

「基礎素材産業の低炭素化投資促進に向けた設計・実証事業」申請書 

申
請
者

法人番号（＊） 

企業・団体名 

代表者役職・氏名 

所在地 

連
絡
担
当
窓
口

氏名（ふりがな） 

所属（部署名） 

役職 

電話番号 

（代表・直通） 

Ｅ－ｍａｉｌ 

＊法人番号を付与されている場合には、１３桁の番号記載し、法人番号を付与されていない 

個人事業者等の場合には、記載不要。 



（様式２） 

受付番号 

※記載不要

「基礎素材産業の低炭素化投資促進に向けた設計・実証事業」 

提案書 

１．申請者概要 

（１）申請者の営む主な事業

別添、会社概要（パンフレット）のとおり 

＊会社概要を作成していない場合、申請者の営む主な事業を記載してください。 

＊日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）に掲げる鉄鋼業、化学工業、窯業・

土石製品業、パルプ・紙・紙加工品製造業を営む法人であることがわかる資料を添付してく

ださい。 

（２）申請者の財務状況

別添、財務諸表のとおり 

＊特記事項等がある場合には併せて記載してください。 

（３）カーボンニュートラルへのスタンス

＊自社のカーボンニュートラル宣言など、カーボンニュートラルに向けて取り組みを進めて

いる又は進めようとしているものがわかる資料を添付してください。 

２．事業概要 

（１）事業名称

＊事業内容を簡潔に示す名称を記載してください。 

（２）実施場所

＊事業実施事業所・工場等を記載してください。 

（３）事業内容及び実施方法等

＊公募要領の「１－３．補助対象事業」の具体的な実施内容及び方法を記載の上、補助事業

の目的をどのように達成するか記載してください。 

＊本事業の成果を高めるための具体的な提案を記載してください。 

（４）補助事業の効果

＊調査対象とする設備等の能力及び直近のＣＯ₂排出量、想定されるエネルギー、製造プロセ

ス起源 CO2の排出抑制量を定量的に記載してください。

３．本事業のスケジュール 

＊線表などで、５．の内容を月別に示してください。 

４．実施体制 

（１）体制図



＊外注、再委託、または他企業の協力等を予定している場合には、その内容を記載してくだ

さい。 

（２）実施責任者略歴、研究員及び実施者の業務内容等

＊実施責任者略歴、研究員数等及び実施者の業務内容 

５．補助金申請額（千円） 

＊公募申請時点での見込みを記載ください。（採択後、経済産業省と調整した上で決定するこ

ととなります。） 

＊募集要項別紙１【４．補助対象経費】の区分に応じて必要経費を記載してください。 

＊それぞれ簡潔に積算根拠を記載してください。 

＊共同申請の場合は、全体金額の他に企業毎の金額を記載してください。 

＊積算については、以下のリンク先に掲載している事務処理マニュアル等の書類を十分に確

認した上で、記載してください。 

https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/jimusyori_manual.html 

○積算内訳（例）

（単位：円） 

経費区分及び内訳 補助事業に要する経費 補助対象経費 補助金申請額 

〇〇〇〇事業 

Ⅰ．人件費（補助率：２／３） 105,000,000 105,000,000 70,000,000 

Ⅱ．事業費（補助率：２／３） 1,534,500,000 1,395,000,000 930,000,000 

設計費 

設備費 

工事費 

原材料費 

委託・外注費 

＊募集要領の「７．補助対象経費の計

上」の「７－３．補助対象経費からの消

費税額の除外）のとおり補助対象経費

は、原則、消費税等を除外して計上して

ください。 

165,000,000 

495,000,000 

495,000,000 

214,500,000 

165,000,000 

150,000,000 

450,000,000 

450,000,000 

195,000,000 

150,000,000 

100,000,000 

300,000,000 

300,000,000 

130,000,000 

100,000,000 

合計（見込額） 1,639,500,000 1,500,000,000 1,000,000,000 

○資金計画（例）

補助事業に要する経費 1,639,500,000円

  うち補助金充当（予定）額 1,000,000,000円 



（精算払までの期間は、自己資金で支弁予定 

 Or 自己資金での立替えが困難なことから概算払の要望有） 

  金融機関等からの借入れ（予定）額 0円 

（借入条件：補助事業取得財産の担保予定の有無  無し） 

  自己資金充当額 0円 

  収入金 0円 

＊収入金については、該当する場合のみ記載。収入金の詳細について記載すること） 

６．遵守確認事項 

下記の項目に関して宣誓（チェック）してください。 

□ 応募資格に挙げた要件を満たしていること。

□ 会社法等、遵守すべき法令を遵守していること。

７．パートナーシップ構築宣言（加点評価） 

別添、パートナーシップ構築宣言のとおり 

※上記の提案書とは別に、提案内容についての補足資料（写真やスキーム図等）を必要に応

じて添付してください。 


